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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

   提出会社の状況 

(注) １ 当社は、中間連結財務諸表を作成していないため、中間連結会計期間等に係る主要な経営指標等の推移については、記載

しておりません。 

２ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

３ 持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社がないため記載しておりません。 

４ 潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益については、潜在株式がないため記載しておりません。 

５ 従業員数は、就業人員数を表示しております。 

  

回次 第44期中 第45期中 第46期中 第44期 第45期 

会計期間 

自 平成15年 
  ７月１日 
至 平成15年 
  12月31日 

自 平成16年
  ７月１日 
至 平成16年 
  12月31日 

自 平成17年
  ７月１日 
至 平成17年 
  12月31日 

自 平成15年 
  ７月１日 
至 平成16年 
  ６月30日 

自 平成16年
  ７月１日 
至 平成17年 
  ６月30日 

売上高 (千円) 11,640,751 11,041,172 10,335,305 23,384,582 22,208,198

経常利益 (千円) 1,619,931 970,940 613,919 2,915,595 2,034,905

中間(当期)純利益 (千円) 766,007 458,665 116,670 1,526,195 1,063,456

持分法を適用した場合の 
投資利益 

(千円) ― ― ― ― ―

資本金 (千円) 2,375,850 2,375,850 2,375,850 2,375,850 2,375,850

発行済株式総数 (株) 5,505,000 5,505,000 5,505,000 5,505,000 5,505,000

純資産額 (千円) 13,278,856 14,163,621 14,545,202 14,053,793 14,783,335

総資産額 (千円) 18,965,910 19,435,289 18,648,283 19,238,566 18,902,033

１株当たり純資産額 (円) 2,412.19 2,572.93 2,642.25 2,548.84 2,682.28

１株当たり中間 
(当期)純利益 

(円) 139.15 83.32 21.19 273.13 189.95

潜在株式調整後 
１株当たり中間 
(当期)純利益 

(円) ― ― ― ― ―

１株当たり中間 
(年間)配当額 

(円) ― ― ― 60.00 60.00

自己資本比率 (％) 70.0 72.9 78.0 73.1 78.2

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) 1,140,170 272,799 473,990 1,452,091 396,036

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) △150,084 △129,532 △21,876 △259,952 △209,712

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) △330,294 △330,434 △330,291 △330,294 △330,434

現金及び現金同等物 
の中間期末(期末)残高 

(千円) 4,787,211 4,802,097 4,966,977 4,989,265 4,845,155

従業員数 
(ほか、平均臨時 
雇用者数) 

(名) 
201 

(910)

197 

(930)

194 

(  946)

207 

(933)

200 

(919)



２ 【事業の内容】 

当中間会計期間において、当社が営んでいる事業の内容に重要な変更はありません。 

  

３ 【関係会社の状況】 

該当事項はありません。 

  

４ 【従業員の状況】 

(1) 提出会社の状況 

平成17年12月31日現在 

(注) 従業員数は就業人員であり、臨時従業員数は嘱託及びパートタイマー等(１人１カ月170時間勤務換算)の期中平均人員を( )

内に外数で記載しております。 

  

(2) 労働組合の状況 

労働組合は結成されておりませんが、労使関係は協調的であり円滑に推移しております。 

  

従業員数(名) 194(946) 



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当中間会計期間における国内消費動向は、原油価格高騰等の不安定要因はあるものの、企業収益の改善に伴う民

間設備投資の拡大に支えられ、雇用情勢や所得環境並びに消費マインドの改善が寄与し、家計消費には持ち直しの

兆し見られるなど、緩やかな回復基調となりました。 

   手芸・服飾品業界におきましては、堅調に推移していたビーズ商品について需要の縮小傾向が続きましたほか、

業種や業態を超えた企業間競争の激化がますます進行するなど、引き続き厳しい経営環境が続きました。 

   このような情勢のもとで、当社では店舗販売部門におきましては、収益基盤の強化を図るため、引き続き最適業

態への転換、不振店の閉鎖、売場面積の見直し等を実施し、店舗力の強化と店舗運営効率の向上に努めましたほ

か、手芸専門店の全店舗において売場の一部を平面売場に改装するとともに、生活雑貨専門店については新規出店

による店舗網の拡大を図るなど、収益力の向上を目指しました。 

各販売部門別の概要は、次のとおりであります。 

（店舗販売部門） 

 新規出店は、手芸専門店につきましては「クラフトハートトーカイ」11店舗、「クラフトワールド」１店舗、

「クラフトパーク」１店舗、生活雑貨専門店「サントレーム」５店舗の合計18店舗を開設いたしました。一方、閉

店につきましては、「クラフトハートトーカイ」６店舗、「ビーズハウスマミー」７店舗を実施いたしました。こ

のほか、「クラフトハートトーカイ」と「ビーズハウスマミー」のショップブランドによる併設の８店舗につきま

しては、活性化及び効率化を目指して併合のうえ、４店舗の「クラフトパーク」への業態転換とともに、「ビーズ

ハウスマミー」１店舗を「クラフトループ」に業態転換いたしました結果、当中間会計期間末現在の総店舗数は361

店舗となりました。 

 新規出店に当たりましては、立地環境や商圏の特性及び規模のほか、集客力の高い商業施設を厳選するなど、顧

客層に合った最適業態の店舗開発を推進いたしました。 

 店舗運営では、既存店の活性化及び効率化を図るため、業態転換とともに既存の手芸専門店に「サントレーム」

を新たに併設するほか、商圏規模に適合した売場面積の減床を実施いたしました。また、地域一番店に必要な高い

ストアロイヤルティを実現するため、販売員教育による対面接客力及び商品知識力の向上を継続的に実施して人材

の育成強化に努めましたほか、経費の効果的かつ効率的な使用と、在庫水準の適正化を重点課題として取り組んで

まいりました。 

 商品部門別売上状況につきましては、手芸専門店の全店舗においてシーズンメインコーナーを設け、麻生地等の

ナチュラル素材をテーブル提案する雑貨感覚の陳列方法と、生地を中心としたパッチワーク商品群の拡充・強化に

より、生地及び和洋裁服飾品は前年同期比で微増を確保いたしましたものの、手芸用品は前年同期を大幅に下回り

ました結果、当部門の売上高は96億96百万円（前年同期比6.5％減）となりました。 

  （通信販売部門） 

 商品部門別売上状況につきましては、衣料品は前年同期比で微増を確保いたしましたものの、他の商品部門が前

年同期を下回りました結果、当部門の売上高は、６億17百万円（前年同期比5.0％減）となりました。 



  （その他の部門） 

   主に不動産賃貸収入で、売上高は20百万円（前年同期比4.9％増）となりました。 

  

 以上の結果、営業成績につきましては、自社企画商品群の売上高構成比率は前年同期比で微増を達成するととも

に、売上高総利益率も前年同期比で向上いたしましたものの、ビーズブーム鎮静化等の影響を受けて購買客数の減

少や既存店売上高が伸び悩みました結果、当中間会計期間の売上高は103億35百万円（前年同期比6.4％減）、営業

利益は５億36百万円（前年同期比39.0％減）、 経常利益は６億13百万円（前年同期比36.8％減）となりました。中

間純利益につきましては、「固定資産の減損に係る会計基準」を適用し、特別損失の減損損失３億31百万円を計上

したことに加え、業態転換及び店舗閉鎖等による固定資産除却損等の特別損失を計上したことにより、１億16百万

円（前年同期比74.6％減）となりました。 

  

(2) キャッシュ・フローの状況 

当中間会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）の残高は、前事業年度末に比べ１億21

百万円増加し、49億66百万円（前年同期比１億64百万円増）となりました。 

各キャッシュ・フローの状況とその要因は次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動の結果得られた資金は４億73百万円（前年同期比２億１百万円増）となりました。これは、主に税引

前中間純利益３億39百万円（前年同期比５億51百万円減）を確保しましたほか、当中間会計期間から減損会計を

適用して減損損失を３億31百万円計上しましたものの、法人税等の支払額が前年同期に比べ減少（前年同期比２

億64百万円減）しました結果であります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

    投資活動の結果使用した資金は21百万円（前年同期比１億７百万円減）となりました。これは、主に合理的な

設備投資による新規出店等で店舗内装設備等の有形固定資産取得92百万円（前年同期比36百万円減）の支出があ

りましたものの、投資有価証券の売却による収入70百万円を計上しました結果であります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

    財務活動の結果使用した資金は３億30百万円（前年同期比０百万円減）となりました。これは、利益処分に基

づく配当金の支払３億30百万円によるものであります。 

  

(注) 上記の記載金額には、消費税等は含まれておりません。 

  



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 仕入実績 

当中間会計期間における仕入実績を事業の部門別に示すと、次のとおりであります。 

  

(注) １ その他は、不動産賃貸収入に係る原価相当額であります。 

２ 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(2) 受注状況 

当社は商品の仕入販売を行っているため、該当事項はありません。 

  

区分 

当中間会計期間
(自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日) 

仕入高(千円) 構成比(％) 前年同期比(％) 

店舗販売部門 3,583,416 92.6 80.8 

毛糸 280,077 7.2 73.5 

手芸用品 1,467,508 37.9 73.6 

生地 902,702 23.3 77.7 

和洋裁服飾品 734,655 19.0 90.9 

生活雑貨 164,697 4.3 215.1 

その他衣料品等 33,774 0.9 217.6 

通信販売部門 275,953 7.2 98.0 

毛糸 13,353 0.4 63.0 

手芸用品 82,790 2.2 86.0 

衣料品 105,757 2.7 120.2 

生活雑貨 73,925 1.9 97.6 

その他和洋裁服飾品等 126 0.0 45.2 

その他 9,028 0.2 109.2 

合計 3,868,397 100.0 81.8 



(3) 販売実績 

当中間会計期間における販売実績を事業の部門別に示すと、次のとおりであります。 

  

(注) １ その他(1)は、主に会員制による入会金の収入等であります。 

２ その他(2)は、主に会員制による入会金収入及び保険料収入が含まれております。 

３ その他(3)は、不動産賃貸収入であります。 

４ 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

区分 

当中間会計期間
(自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日) 

売上高(千円) 構成比(％) 前年同期比(％) 

店舗販売部門 9,696,639 93.8 93.5 

毛糸 733,675 7.1 104.0 

手芸用品 4,200,533 40.6 83.9 

生地 2,212,601 21.4 100.2 

和洋裁服飾品 2,178,125 21.1 103.0 

生活雑貨 191,616 1.9 188.8 

その他(1) 180,086 1.7 77.8 

通信販売部門 617,998 6.0 95.0 

毛糸 28,306 0.3 66.4 

手芸用品 218,949 2.1 91.4 

衣料品 207,519 2.0 109.2 

生活雑貨 155,156 1.5 95.1 

その他(2) 8,065 0.1 52.8 

その他(3) 20,667 0.2 104.9 

合計 10,335,305 100.0 93.6 



(4) 店舗販売部門の地区別売上等状況 

当中間会計期間における店舗販売部門の都道府県別店舗売上高等は、次のとおりであります。 

  

  
当中間会計期間

(自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日) 

地域別 
売上高 
(千円) 

構成比
(％) 

前年同期比
(％) 

開店数
(店) 

閉店数 
(店) 

中間期末数
(店) 

北海道 333,620 3.4 84.9 2(2) 4(4) 14

青森県 80,622 0.8 85.3 ― ― 4

岩手県 21,544 0.2 72.7 ― ― 1

宮城県 171,014 1.8 76.2 ― 1 8

秋田県 53,877 0.6 80.0 1(1) 2(2) 2

山形県 50,494 0.5 86.6 ― ― 2

福島県 232,419 2.4 80.3 ― ― 10

北海道・東北地区計 943,592 9.7 81.6 3(3) 7(6) 41

茨城県 191,873 2.0 85.4 ― ― 8

栃木県 228,413 2.4 81.0 ― 2 7

群馬県 203,033 2.1 88.4 ― ― 5

埼玉県 706,054 7.3 90.2 ― ― 22

千葉県 431,593 4.4 93.1 1 2 16

東京都 371,297 3.8 82.7 ― 3 14

神奈川県 544,822 5.6 124.1 3 1 22

関東地区計 2,677,089 27.6 93.3 4 8 94

新潟県 243,187 2.5 93.1 ― ― 10

富山県 197,552 2.0 87.7 1(1) 2(2) 7

石川県 168,229 1.7 89.8 1(1) 1(1) 7

福井県 95,216 1.0 88.8 ― 1 4

山梨県 101,967 1.0 90.9 ― ― 3

長野県 402,484 4.2 91.7 ― ― 12

岐阜県 404,920 4.2 100.1 ― ― 16

静岡県 636,997 6.6 95.2 ― ― 19

愛知県 1,169,815 12.1 100.7 4 1 43

中部地区計 3,420,371 35.3 95.9 6(2)   5(3) 121

三重県 249,236 2.6 91.4 1   10

滋賀県 130,035 1.3 91.1 ― ― 6

京都府 115,540 1.2 135.5 ― ― 4

大阪府 288,329 3.0 92.2 ― ― 10

兵庫県 199,231 2.0 80.2 1 1 10

奈良県 103,907 1.1 129.8 1 ― 5

和歌山県 54,293 0.6 71.6 ― ― 2

近畿地区計 1,140,575 11.8 93.7 3 1 47



  

(注) １ 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

２ 売上高には、オーナーシステム加盟料収入等は含まれておりません。 

３ 開店数には、業態転換及び店舗名称を変更した店舗数を含めて記載しており、その数は（ ）内に内数で記載しておりま

す。また、閉店数にも同様に含めて記載しており、その数は（ ）内に内数で記載しております。 

４ 店舗の単位当たり売上状況は、次のとおりであります。 

  

  
当中間会計期間

(自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日) 

地域別 
売上高 
(千円) 

構成比
(％) 

前年同期比
(％) 

開店数
(店) 

閉店数 
(店) 

中間期末数
(店) 

鳥取県 107,590 1.1 83.9 ― ― 4

島根県 70,755 0.7 95.4 ― ― 2

岡山県 103,348 1.1 76.1 ― ― 4

広島県 195,451 2.0 85.5 1 ― 6

山口県 157,090 1.6 111.2 2 ― 7

香川県 38,572 0.4 137.2 1 ― 2

高知県 40,723 0.4 95.9 ― ― 1

中国・四国地区計 713,532 7.3 90.0 4 ― 26

福岡県 457,517 4.7 107.9 1 1 17

佐賀県 68,034 0.7 89.9 ― ― 3

熊本県 156,246 1.6 106.4 1 ― 6

大分県 73,725 0.8 76.4 ― ― 4

鹿児島県 45,306 0.5 205.6 1 ― 2

九州地区計 800,830 8.3 104.7 3 1 32

合計 9,695,991 100.0 93.5 23(5) 22(9) 361

項目 
前中間会計期間

(自 平成16年７月１日 
至 平成16年12月31日) 

当中間会計期間 
(自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日) 

売上高(千円) 10,368,674 9,695,991

売場面積(期中平均)(㎡) 104,911 114,767

１㎡当たり売上高(千円) 98 84



３ 【対処すべき課題】 

店舗販売部門における手芸専門店の新規開設では、店舗形態や販売環境の多様化を図るため、郊外型路面店やショ

ッピングセンターなど集客力の見込める商業施設を厳選するとともに、商圏規模や立地特性に適合した店舗規模の新

規開発を推し進めてまいります。また、生活雑貨専門店については一層の店舗網の拡大を目指します。一方で、回復

可能性の低い不振店の閉鎖を促進するとともに、既存店のスクラップアンドビルド並びに業態転換を図るなど、経営

資源の効率的な活用に努めてまいります。 

営業力の強化につきましては、手芸専門店では店頭講習会の活性化による受講者数の増加、手づくり初心者へのキ

ット販売による提案強化、当社オリジナルデザインによる手づくり風インテリア雑貨や小物の完成品並びにキットの

展開、売れ筋商品の欠品対策とともに、対面接客力及び商品知識力の習得を継続的に実施して人材の育成強化に努

め、店舗運営における基本行動を徹底するなど、地域密着型の店舗の活性化を積極的に推進し、収益力の回復と向上

に取り組んでまいります。 

  

  

４ 【経営上の重要な契約等】 

当中間会計期間において、経営上の重要な契約等は行っておりません。 

  

５ 【研究開発活動】 

研究開発活動について特に記載すべき事項はありません。 

  



第３ 【設備の状況】 

１ 【主要な設備の状況】 

(1) 当中間会計期間において、店舗販売部門における完了した店舗設備の新設は次のとおりであります。 

  

(注) １ 土地面積の( )内は、賃借部分を内数で記載しておりますが、ショッピングセンター等のテナント店舗については、土地

の面積を記載しておりません。 

２ 帳簿価額の「その他」欄は、器具及び備品であり、金額は取得価額を記載しております。また、［ ］内は差入保証金総

額を外数で記載しております。 

  なお、金額には消費税等は含まれておりません。 

３ 従業員数には、嘱託及びパートタイマーは含まれておりません。 

４ 上記のほか、店舗における陳列什器等店内設備投資額210,294千円をリース契約しております。 

  

(2) 主要な設備の除却等 

当中間会計期間における主な設備の除却等は次のとおりであります。 

  

  

事業所名 
所在地 

完了 
(開店) 
年月 

設備の 
内容 
売場面積 
(㎡) 

帳簿価額(千円)

従業
員数 
(名) 建物 構築物

土地

その他 合計 

面積(㎡) 金額

千葉旭店他３店 
関東地区 

平成17年 
９～12月 

1,192 10,421 2,240
1,234
（1,234）

―
874

[11,000] 
24,536 4

栄スカイル店他３店 
中部地区 

平成17年 
７・12月 

1,335 11,012 ―
649

（  649）
―

1,208
[25,000] 

37,220 3

大和高田店他２店 
近畿地区 

平成17年 
９～12月 

900 12,448 ―
339

（  339）
―

1,726
[  ―] 

14,174 3

ゆめタウン新南陽店 
他３店 
中国・四国地区 

平成17年 
９・10月 

1,519 7,538 370
1,533
（1,533）

―
1,249
[19,120] 

28,277 1

だいわ鹿屋店他２店 
九州地区 

平成17年 
７・10月 

1,026 10,007 ―
―

（   ―）
―

964
[ 8,500] 

19,472 1

合計 ― 5,974 51,428 2,610
3,756
（3,756）

―
6,023
[63,620] 

123,681 12

事業所名 
所在地 

事業の部門別名称 設備の内容
除却帳簿価額
(千円) 

閉店・
改装年月 

閉店・改装（減床） 
による減少能力 

手芸専門店６店 
ビーズ専門店２店 
北海道・東北地区 

店舗販売部門 販売設備 14,161
平成17年
８～10月 

売場面積 
 閉店 １店 311㎡ 
 減床 ４店 605㎡ 

手芸専門店３店 
ビーズ専門店２店 
関東地区 

店舗販売部門 販売設備 9,835
平成17年
  11月 

売場面積 
 閉店 ５店1,208㎡ 

手芸専門店２店 
ビーズ専門店３店 
中部地区 

店舗販売部門 販売設備 13,881
平成17年
９～12月 

売場面積 
 閉店 １店 125㎡ 
 減床 ３店 248㎡ 

手芸専門店３店 
ビーズ専門店１店 
近畿地区 

店舗販売部門 販売設備 8,502
平成17年
８～11月 

売場面積 
閉店 １店 223㎡ 



２ 【設備の新設、除却等の計画】 

(1) 設備計画の変更 

前事業年度末において計画しておりました設備の新設計画のうち、当事業年度の上半期における15店は、18店

（うち、４店は既存店に併設）に変更し実施いたしました。また、下半期における13店は、26店（うち、10店は既

存店に併設）に変更いたします。 

なお、当該設備計画の変更に伴う投資予定金額の変更は、軽微であります。 

  

(2) 設備計画の完了 

前事業年度末に計画していた設備計画のうち、当中間会計期間に完了したものは、「１ 主要な設備の状況」の

項に記載のとおりであります。 

  

(3) 設備の新設等 

当中間会計期間において、下半期の主要な設備の新設計画は、次のとおりであります。 

  

(注) １ 投資予定金額には、差入保証金を含めております。 

２ 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

  (4) 設備の除却等 

当中間会計期間において、新たに計画した主な設備の除却等は、次のとおりであります。 

  

  

事業所名 
所在地 

事業の 
部門別 
名称 

設備の 
内容 

投資予定額
資金調達
方法 

着手予定
年月 

開店予定 
年月 

増加予定
売場面積 
(㎡) 総額

(千円) 
既支払額
(千円) 

手芸専門店３店 
生活雑貨専門店２店 
関東地区 

店舗販売部門 店舗新設 21,000 ― 自己資金
平成18年
１・２月 

平成18年 
２・３月 937

手芸専門店３店 
生活雑貨専門店４店 
近畿地区 

店舗販売部門 店舗新設 32,000 5,000 自己資金

平成17年
12月～ 
平成18年 

２月 

平成18年 
１～３月 1,599

手芸専門店３店 
九州地区 店舗販売部門 店舗新設 19,500 3,000 自己資金

平成 17 年
12月～ 
平成18年 

４月 

平成18年 
１～５月 890

事業所名 
所在地 

事業の部門別名称 設備の内容
除却予定帳簿
価額(千円) 

閉店予定
年月 

閉店による減少能力 

手芸専門店３店 
ビーズ専門店６店 
中部地区他５地区 

店舗販売部門 販売設備 11,695
平成18年
１～５月 

売場面積 1,557㎡ 



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

  

② 【発行済株式】 

  

  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

  

(3) 【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

  

種類 会社が発行する株式の総数(株) 

普通株式 20,000,000

計 20,000,000

種類 
中間会計期間末 
現在発行数(株) 
(平成17年12月31日) 

提出日現在
発行数(株) 

(平成18年３月23日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容 

普通株式 5,505,000 5,505,000

東京証券取引所
市場第二部 
名古屋証券取引所 
市場第二部 

― 

計 5,505,000 5,505,000 ― ― 

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
(株) 

発行済株式
総数残高 
(株) 

資本金増減額
  

(千円) 

資本金残高
  

(千円) 

資本準備金 
増減額 
(千円) 

資本準備金
残高 
(千円) 

平成17年７月１日～ 
平成17年12月31日 

― 5,505,000 ― 2,375,850 ― 2,526,080



(4) 【大株主の状況】 

平成17年12月31日現在 

(注) １ 上記所有株式のうち、信託業務に係る株式数は次のとおりであります。 

２ 前事業年度末現在主要株主でなかったバンク オブ ニューヨーク ジーシーエム クライアント アカウンツ イー

アイエスジーは、当中間会計期間末では主要株主となっております。 

なお、常任代理人の株式会社東京三菱銀行は、平成18年１月１日付で株式会社ＵＦＪ銀行と合併し、株式会社三菱東京

ＵＦＪ銀行となりました。 

    ３ 前事業年度末現在主要株主でありましたゴールドマン・サックス・インターナショナルは、当中間会計期間末では主要

株主ではなくなりました。 

  

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株) 

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％) 

バンク オブ ニューヨーク 
ジーシーエム クライアント 
アカウンツ イー アイエスジ
ー 
（常任代理人 株式会社東京三
菱銀行カストディ業務部） 

PETERBOROUGH COURT 133 FLEET STREET
LONDON EC4A 2BB, UNITED KINGDOM 
（東京都千代田区丸の内2丁目7番1号） 

1,297 23.57

後 藤 薫 徳 愛知県瀬戸市坊金町247番地の１ 1,251 22.73

後 藤 正 己 愛知県愛知郡長久手町根の神503番地 576 10.46

後 藤 千代子 名古屋市名東区赤松台321番地 512 9.30

日本トラスティ・サービス信託 
銀行株式会社(信託口) 

東京都中央区晴海１丁目8番11号 144 2.61

中 野 吉 久 愛知県一宮市大和町苅安賀3459番地 71 1.30

虫 賀 猶 高 名古屋市名東区極楽4丁目710番地 58 1.06

株式会社名古屋銀行 名古屋市中区錦3丁目19番17号 57 1.04

株式会社愛知銀行 名古屋市中区栄3丁目14番12号 57 1.04

藤久従業員持株会 名古屋市名東区高社１丁目210番地 53 0.97

計 ― 4,080 74.12

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社(信託口) 144千株



(5) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成17年12月31日現在 

(注) １ 「単元未満株式」欄の普通株式数には、自己保有株式49株が含まれております。 

   ２ 「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が500株含まれております。また、「議決権の数」

欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数５個が含まれております。 

  

② 【自己株式等】 

平成17年12月31日現在 

  

２ 【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

  

(注) 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第二部におけるものであります。 

  

３ 【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までにおいて役員の異動はありません。 

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等) 
(自己保有株式) 
普通株式 100

― ― 

完全議決権株式(その他) 普通株式 5,504,700 55,047 ― 

単元未満株式 普通株式 200 ― １単元（100株）未満の株式 

発行済株式総数 5,505,000 ― ― 

総株主の議決権 ― 55,047 ― 

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義
所有株式数 
(株) 

他人名義
所有株式数 
(株) 

所有株式数
の合計 
(株) 

発行済株式総数
に対する所有 
株式数の割合(％)

(自己保有株式) 
藤久株式会社 

名古屋市名東区 
高社一丁目210番地 

100 ― 100 0.0

計 ― 100 ― 100 0.0

月別 平成17年７月 ８月 ９月 10月 11月 12月 

最高(円) 3,190 2,895 2,880 2,980 2,870 2,815

最低(円) 2,810 2,805 2,835 2,750 2,760 2,770



第５ 【経理の状況】 

１ 中間財務諸表の作成方法について 

当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵省令第38号。以

下「中間財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

ただし、前中間会計期間(平成16年７月１日から平成16年12月31日まで)については、「財務諸表等の用語、様式及

び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日 内閣府令第５号）附則第３項のただし

書きにより、改正前の中間財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間会計期間(平成16年７月１日から平成16年12月31日まで)及

び当中間会計期間(平成17年７月１日から平成17年12月31日まで)の中間財務諸表について、監査法人トーマツの中間

監査を受けております。 

  

３ 中間連結財務諸表について 

当社は、子会社がないため、中間連結財務諸表は作成しておりません。 



【中間財務諸表等】 

(1) 【中間財務諸表】 

① 【中間貸借対照表】 

  

    前中間会計期間末 

(平成16年12月31日) 

当中間会計期間末 

(平成17年12月31日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成17年６月30日) 

区分 注記 
番号 金額(千円) 構成比

(％) 金額(千円)
構成比
(％) 金額(千円) 構成比

(％) 

(資産の部)          

Ⅰ 流動資産          

１ 現金及び預金   4,855,097   5,046,977 4,925,155   

２ 受取手形   ―   125 133   

３ 売掛金   48,231   48,402 79,124   

４ たな卸資産   6,116,209   5,525,335 5,604,661   

５ 繰延税金資産   52,398   53,191 64,959   

６ その他   1,162,602   1,132,892 1,088,941   

７ 貸倒引当金   △4,421   △3,320 △3,734   

流動資産合計    12,230,118 62.9 11,803,604 63.3   11,759,241 62.2

Ⅱ 固定資産          

(1) 有形固定資産 ※１        

１ 建物   1,256,690   1,146,116 1,239,067   

２ 土地   2,143,540   1,877,565 2,143,540   

３ その他   183,571   152,456 166,171   

有形固定資産合計   3,583,802   3,176,137 3,548,779   

(2) 無形固定資産          

１ ソフトウェア   3,087   2,508 2,989   

２ その他   19,050   31,863 31,863   

無形固定資産合計   22,138   34,371 34,852   

(3) 投資その他の資産          

１ 差入保証金   3,214,394   3,136,668 3,204,883   

２ 繰延税金資産   162,958   239,314 100,277   

３ その他   233,377   269,486 265,698   

４ 貸倒引当金   △11,500   △11,300 △11,700   

投資その他の資産 
合計   3,599,231   3,634,169 3,559,159   

固定資産合計    7,205,171 37.1 6,844,678 36.7   7,142,791 37.8

資産合計    19,435,289 100.0 18,648,283 100.0   18,902,033 100.0

           



  

  

    前中間会計期間末 

(平成16年12月31日) 

当中間会計期間末 

(平成17年12月31日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成17年６月30日) 

区分 注記 
番号 金額(千円) 構成比

(％) 金額(千円)
構成比
(％) 金額(千円) 構成比

(％) 

(負債の部)          

Ⅰ 流動負債          

１ 支払手形   2,390,078   1,510,883 1,544,430   

２ 買掛金   971,453   797,079 767,343   

３ 未払法人税等   439,200   371,200 296,800   

４ 未払消費税等 ※２ 12,596   48,217 37,211   

５ 賞与引当金   33,760   33,549 36,761   

６ その他   704,537   719,941 844,114   

流動負債合計    4,551,625 23.4 3,480,871 18.7   3,526,660 18.7

Ⅱ 固定負債          

１ 退職給付引当金   178,009   ― ―   

２ 役員退職慰労引当金   239,188   256,317 246,700   

３ その他   302,845   365,891 345,336   

固定負債合計    720,042 3.7 622,208 3.3   592,036 3.1

負債合計    5,271,667 27.1 4,103,080 22.0   4,118,697 21.8

(資本の部)          

Ⅰ 資本金    2,375,850 12.2 2,375,850 12.7   2,375,850 12.6

Ⅱ 資本剰余金          

資本準備金   2,526,080   2,526,080 2,526,080   

資本剰余金合計    2,526,080 13.0 2,526,080 13.6   2,526,080 13.4

Ⅲ 利益剰余金          

１ 利益準備金   124,100   124,100 124,100   

２ 任意積立金   8,430,000   9,130,000 8,430,000   

３ 中間(当期) 
  未処分利益   675,620   348,988 1,280,411   

利益剰余金合計    9,229,720 47.5 9,603,088 51.5   9,834,511 52.0

Ⅳ その他有価証券 
  評価差額金    32,501 0.2 40,714 0.2   47,424 0.2

Ⅴ 自己株式    △530 △0.0 △530 △0.0   △530 △0.0

資本合計    14,163,621 72.9 14,545,202 78.0   14,783,335 78.2

負債資本合計    19,435,289 100.0 18,648,283 100.0   18,902,033 100.0

           



② 【中間損益計算書】 

  

  

    
前中間会計期間 

(自 平成16年７月１日 
至 平成16年12月31日) 

当中間会計期間 

(自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日) 

前事業年度の 
要約損益計算書 

(自 平成16年７月１日 
至 平成17年６月30日) 

区分 注記 
番号 金額(千円) 百分比

(％) 金額(千円)
百分比
(％) 金額(千円) 百分比

(％) 

Ⅰ 売上高    11,041,172 100.0 10,335,305 100.0   22,208,198 100.0

Ⅱ 売上原価    4,135,192 37.5 3,849,726 37.2   8,313,278 37.4

売上総利益    6,905,979 62.5 6,485,579 62.8   13,894,920 62.6

Ⅲ 販売費及び一般管理費    6,026,394 54.5 5,948,777 57.6   12,043,376 54.3

営業利益    879,585 8.0 536,801 5.2   1,851,543 8.3

Ⅳ 営業外収益 ※１  93,595 0.8 84,996 0.8   187,542 0.9

Ⅴ 営業外費用 ※２  2,239 0.0 7,878 0.1   4,180 0.0

経常利益    970,940 8.8 613,919 5.9   2,034,905 9.2

Ⅵ 特別利益 ※３  5,705 0.1 122,725 1.2   103,581 0.4

Ⅶ 特別損失 ※４  86,010 0.8 397,468 3.8   132,608 0.6

税引前中間(当期) 
純利益    890,635 8.1 339,175 3.3   2,005,878 9.0

法人税、住民税 
及び事業税   413,148   345,225 883,596   

法人税等調整額   18,822 431,970 3.9 △122,720 222,505 2.2 58,826 942,422 4.2

中間(当期)純利益    458,665 4.2 116,670 1.1   1,063,456 4.8

前期繰越利益    216,955 232,318   216,955 

中間(当期)未処分 
利益    675,620 348,988   1,280,411 

           



③ 【中間キャッシュ・フロー計算書】 

  

   
前中間会計期間 

(自 平成16年７月１日 
至 平成16年12月31日)

当中間会計期間 

(自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日)

前事業年度の 
要約キャッシュ・ 
フロー計算書 

(自 平成16年７月１日 
至 平成17年６月30日)

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 金額(千円) 金額(千円) 

Ⅰ 営業活動による 
キャッシュ・フロー 

  

１ 税引前中間(当期)純利益  890,635 339,175 2,005,878

２ 減価償却費  81,156 63,895 155,604

３ 減損損失  ― 331,909 ―

４ 賞与引当金の 
  増減額(減少：△) 

 △4,568 △3,212 △1,567

５ 退職給付引当金の 
  増減額(減少：△) 

 617 ― △177,391

６ 役員退職慰労引当金の 
  増減額(減少：△) 

 △4,843 9,617 2,669

７ 貸倒引当金の 
  増減額(減少：△) 

 △1,087 △814 △1,574

８ 受取利息及び受取配当金  △1,856 △1,940 △4,593

９ 投資有価証券売却益  ― △62,244 ―

10 有形固定資産除却損  33,000 49,816 69,341

11 固定資産売却損  25 ― 47

12 投資有価証券評価損  98 ― 108

13 売上債権の 
  増減額(増加：△) 

 24,489 30,730 △6,537

14 たな卸資産の 
  増減額(増加：△) 

 △488,769 79,325 22,777

15 差入保証金の 
  増減額(増加：△) 

 84,774 69,085 102,361

16 仕入債務の 
  増減額(減少：△) 

 286,132 △3,810 △763,625

17 未払消費税等の 
  増減額(減少：△) 

 △61,839 11,005 △37,225

18 未払金の増減額(減少：△)  ― △66,140 26,612

19 役員賞与の支払額  △22,666 △17,802 △22,666

20 その他  △21,150 △98,043 170,015

小計  794,150 730,555 1,540,236

21 利息及び配当金の受取額  407 324 1,572

22 法人税等の支払額  △521,758 △256,889 △1,145,772

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

 272,799 473,990 396,036



  

  

    
前中間会計期間 

(自 平成16年７月１日 
至 平成16年12月31日)

当中間会計期間 

(自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日)

前事業年度の 
要約キャッシュ・ 
フロー計算書 

(自 平成16年７月１日 
至 平成17年６月30日)

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 金額(千円) 金額(千円) 

Ⅱ 投資活動による 
キャッシュ・フロー 

  

１ 定期預金の純増減額  ― ― △27,000

２ 有形固定資産の取得による 
支出 

 △129,045 △92,443 △182,251

３ 有形固定資産の売却による 
収入 

 95 ― 115

４ 無形固定資産の取得による 
支出 

 △582 ― △576

５ 投資有価証券の売却による 
収入 

 ― 70,567 ―

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

 △129,532 △21,876 △209,712

Ⅲ 財務活動による 
キャッシュ・フロー 

  

１ 自己株式の取得による支出  △140 ― △140

２ 配当金の支払額  △330,294 △330,291 △330,294

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

 △330,434 △330,291 △330,434

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る 
換算差額 

 ― ― ―

Ⅴ 現金及び現金同等物の増減額 
  (減少：△) 

 △187,167 121,822 △144,110

Ⅵ 現金及び現金同等物の 
期首残高 

 4,989,265 4,845,155 4,989,265

Ⅶ 現金及び現金同等物の 
中間期末(期末)残高 

 4,802,097 4,966,977 4,845,155

    



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

  

前中間会計期間 
(自 平成16年７月１日 
至 平成16年12月31日) 

当中間会計期間
(自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日) 

前事業年度 
(自 平成16年７月１日 
至 平成17年６月30日) 

１ 資産の評価基準及び評価方法 

 (1) 有価証券 

   その他有価証券 

    時価のあるもの 

     中間決算期末日の市場価

格等に基づく時価法(評

価差額は全部資本直入法

により処理し、売却原価

は移動平均法により算

定) 

１ 資産の評価基準及び評価方法 

 (1) 有価証券 

   その他有価証券 

    時価のあるもの 

同左 

１ 資産の評価基準及び評価方法 

 (1) 有価証券 

   その他有価証券 

    時価のあるもの 

     決算期末日の市場価格等

に基づく時価法(評価差

額は全部資本直入法によ

り処理し、売却原価は移

動平均法により算定) 

    時価のないもの 

     移動平均法による原価法 

    時価のないもの 

同左 

    時価のないもの 

同左 

 (2) たな卸資産 

   商品 

    総平均法による原価法 

 (2) たな卸資産 

   商品 

同左 

 (2) たな卸資産 

   商品 

同左 

   貯蔵品 

    最終仕入原価法による原価

法 

   貯蔵品 

同左 

   貯蔵品 

同左 

２ 固定資産の減価償却の方法 

 (1) 有形固定資産 

   定率法によっております。 

   ただし、平成10年４月１日以

降に取得した建物(建物附属

設備を除く)については、定

額法を採用しております。 

   なお、主な耐用年数は次のと

おりであります。 

    建物(建物附属設備を含む) 

    ３年～50年 

２ 固定資産の減価償却の方法 

 (1) 有形固定資産 

   定率法によっております。 

   ただし、平成10年４月１日以

降に取得した建物(建物附属

設備を除く)については、定

額法を採用しております。 

   なお、主な耐用年数は次のと

おりであります。 

    建物(建物附属設備を含む) 

    ２年～50年 

２ 固定資産の減価償却の方法 

 (1) 有形固定資産 

   定率法によっております。 

   ただし、平成10年４月１日以

降に取得した建物(建物附属

設備を除く)については、定

額法を採用しております。 

   なお、主な耐用年数は次のと

おりであります。 

    建物(建物附属設備を含む) 

    ３年～50年 

 (2) 無形固定資産 

   定額法によっております。 

   なお、主な耐用年数は自社利

用ソフトウェア５年でありま

す。 

 (2) 無形固定資産 

同左 

 (2) 無形固定資産 

同左 

 (3) 長期前払費用 

   均等償却しております。 

 (3) 長期前払費用 

同左 

 (3) 長期前払費用 

同左 

３ 引当金の計上基準 

 (1) 貸倒引当金 

   債権の貸倒れによる損失に備

えるため、一般債権について

は貸倒実績率により、貸倒懸

念債権等特定の債権について

は個別に回収可能性を検討

し、回収不能見込額を計上し

ております。 

３ 引当金の計上基準 

 (1) 貸倒引当金 

同左 

３ 引当金の計上基準 

 (1) 貸倒引当金 

同左 



  

  

  

前中間会計期間 
(自 平成16年７月１日 
至 平成16年12月31日) 

当中間会計期間
(自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日) 

前事業年度 
(自 平成16年７月１日 
至 平成17年６月30日) 

 (2) 賞与引当金 

   従業員に対する賞与の支給に

備えるため、翌期支給見込額

の当中間会計期間の負担すべ

き支給見込額を計上しており

ます。 

 (2) 賞与引当金 

同左 

 (2) 賞与引当金 

   従業員に対する賞与の支給に

備えるため、翌期支給見込額

の当期負担額を計上しており

ます。 

 (3) 退職給付引当金 

   従業員の退職給付に備えるた

め、当期末における退職給付

債務及び年金資産の見込額に

基づき、当中間会計期間末に

おいて発生していると認めら

れる額を計上しております。

また、数理計算上の差異は当

期に費用処理しております。 

―――― 

  

―――― 

 (4) 役員退職慰労引当金 

   役員に対する退職慰労金の支

給に備えるため、内規に基づ

く中間期末要支給額を計上し

ております。 

 (3) 役員退職慰労引当金 

同左 

 (3) 役員退職慰労引当金 

   役員に対する退職慰労金の支

給に備えるため、内規に基づ

く期末要支給額を計上してお

ります。 

４ リース取引の処理方法 

  リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引につ

いては、通常の賃貸借取引に係

る方法に準じた会計処理によっ

ております。 

４ リース取引の処理方法 

同左 

４ リース取引の処理方法 

同左 

５ 中間キャッシュ・フロー計算書

における資金の範囲 

  手許現金、随時引き出し可能な

預金及び容易に換金可能であ

り、かつ、価値の変動について

僅少なリスクしか負わない取得

日から３カ月以内に償還期限の

到来する短期投資からなってお

ります。 

５ 中間キャッシュ・フロー計算書

における資金の範囲 

同左 

５ キャッシュ・フロー計算書にお

ける資金の範囲 

同左 

６ その他中間財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項 

  消費税等の会計処理 

  税抜方式によっております。 

６ その他中間財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項 

  消費税等の会計処理 

同左 

６ その他財務諸表作成のための基

本となる重要な事項 

  消費税等の会計処理 

同左 



会計処理の変更 

  

  

  

 表示方法の変更 

  

  

前中間会計期間 
(自 平成16年７月１日 
至 平成16年12月31日) 

当中間会計期間
(自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日) 

前事業年度 
(自 平成16年７月１日 
至 平成17年６月30日) 

―――― (固定資産の減損に係る会計基準) 

当中間会計期間より、「固定資産

の減損に係る会計基準」（「固定資

産の減損に係る会計基準の設定に関

する意見書」（企業会計審議会 平

成14年８月９日））及び「固定資産

の減損に係る会計基準の適用指針」

（企業会計基準委員会 平成15年10

月31日 企業会計基準適用指針第６

号）を適用しております。 

 これにより、営業利益が3,859千

円及び経常利益が2,623千円それぞ

れ増加し、税引前中間純利益が

329,286千円減少しております。 

なお、減損損失累計額について

は、改正後の中間財務諸表等規則に

基づき当該各資産の金額から直接控

除しております。 

―――― 

前中間会計期間
(自 平成16年７月１日 
至 平成16年12月31日) 

当中間会計期間
(自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日) 

―――― 中間キャッシュ・フロー計算書 

 営業活動によるキャッシュ・フローの「未払金の増

減額」は、前中間会計期間まで「その他」に含めて表

示しておりましたが、当中間会計期間において重要性

が増したため、区分掲載しました。 

なお、前中間会計期間の「未払金の増減額」の金額

は32,935千円であります。 



追加情報 

  

  
  

前中間会計期間 
(自 平成16年７月１日 
至 平成16年12月31日) 

当中間会計期間
(自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日) 

前事業年度 
(自 平成16年７月１日 
至 平成17年６月30日) 

「地方税法等の一部を改正する法

律」（平成15年法律第９号）が平成

15年３月31日に公布され、平成16年

４月１日以後に開始する事業年度よ

り外形標準課税制度が導入されたこ

とに伴い、当中間会計期間から「法

人事業税における外形標準課税部分

の損益計算書上の表示についての実

務上の取扱い」（企業会計基準委員

会実務対応報告第12号）に従い、法

人事業税の付加価値割及び資本割 

25,400千円については、販売費及び 

一般管理費に計上しております。 

――――  「地方税法等の一部を改正する法

律」（平成15年法律第９号）が平成

15年３月31日に公布され、平成16年

４月１日以後に開始する事業年度よ

り外形標準課税制度が導入されたこ

とに伴い、当事業年度から「法人事

業税における外形標準課税部分の損

益計算書上の表示についての実務上

の取扱い」（企業会計基準委員会実

務対応報告第12号）に従い、法人事

業税の付加価値割及び資本割51,000

千円については、販売費及び一般管

理費に計上しております。 

―――― ――――  当社は、平成17年１月１日より確

定給付型である税制適格退職年金制

度から確定拠出年金制度に移行して

おります。 

 なお、従来退職給付引当金に計上

しておりましたナオリ厚生年金への

未払額を制度の終了に伴い、未払金

として表示しております。 

 この移行に伴う当事業年度の損益

に与える影響額は75,720千円（特別

利益）であります。 



注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

  

  

前中間会計期間末 
(平成16年12月31日) 

当中間会計期間末
(平成17年12月31日) 

前事業年度末 
(平成17年６月30日) 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

1,321,287千円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

1,422,573千円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

1,381,546千円 

※２ 消費税等の表示 

   仕入等に係る仮払消費税等と

売上等に係る仮受消費税等

は、相殺のうえ、流動負債の

「未払消費税等」として表示

しております。 

※２ 消費税等の表示 

同左 

―――― 

 ３ 当座貸越契約(借手側) 

   当社においては、運転資金の

効率的な調達を行うため、取

引銀行５行と当座貸越契約を

締結しております。これら契

約に基づく当中間期末の借入

未実行残高は次のとおりであ

ります。 

当座貸越 
極度額 

1,700,000千円

借入実行残高 ― 

差引額 1,700,000 

 ３ 当座貸越契約(借手側) 

   当社においては、運転資金の

効率的な調達を行うため、取

引銀行５行と当座貸越契約を

締結しております。これら契

約に基づく当中間期末の借入

未実行残高は次のとおりであ

ります。 

当座貸越
極度額 

1,700,000千円

借入実行残高 ― 

差引額 1,700,000 

 ３ 当座貸越契約(借手側) 

   当社においては、運転資金の

効率的な調達を行うため、取

引銀行５行と当座貸越契約を

締結しております。これら契

約に基づく当期末の借入未実

行残高は次のとおりでありま

す。 

当座貸越
極度額 

1,700,000千円

借入実行残高 ― 

差引額 1,700,000 



(中間損益計算書関係) 

  

前中間会計期間 
(自 平成16年７月１日 
至 平成16年12月31日) 

当中間会計期間
(自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日) 

前事業年度 
(自 平成16年７月１日 
至 平成17年６月30日) 

※１ 営業外収益の主要項目 

受取販促金 35,491千円

受取利息 1,479 

※１ 営業外収益の主要項目 

受取販促金 24,397千円

通信販売 

受入手数料 
 18,965 

受取利息   1,625 

※１ 営業外収益の主要項目 

受取販促金 78,055千円

通信販売 

受入手数料 
60,119 

受取利息   3,524 

※２ 営業外費用の主要項目 

―――― 

※２ 営業外費用の主要項目 

賃貸資産費用 2,401千円

リース解約金   3,682 

※２ 営業外費用の主要項目 

賃貸資産費用 3,194千円

   

※３ 特別利益の主要項目 

―――― 

※３ 特別利益の主要項目 

投資有価証券 

売却益 
62,244千円

営業補償金  60,081 

※３ 特別利益の主要項目 

退職給付制度 
終了益 

75,720千円

  

※４ 特別損失の主要項目 

店舗解約等損失 44,434千円

投資有価証券 
評価損 

98 

固定資産除却損   

 建物 29,738 

  構築物 1,453 

 器具及び備品 1,808 

※４ 特別損失の主要項目 

店舗解約等損失 15,742千円

固定資産除却損   

 建物 48,943 

  構築物 164 

 器具及び備品 708 

減損損失 331,909 

※４ 特別損失の主要項目 

店舗解約等損失 54,659千円

投資有価証券 
評価損 

108 

固定資産除却損   

 建物 62,827 

 構築物 3,511 

  器具及び備品 3,002 

  当中間会計期間において、当社は以

下の資産グループについて減損損失

を計上しました。 

用途 種類 場所

営業店舗 
建物

構築物 
器具及び備品 

北海道地区

３物件 
関東地区 
６物件 
中部地区 
３物件 
近畿地区 
３物件 
中国地区 
３物件 
九州地区 
４物件 

賃貸用資 
産（閉鎖 
店） 

建物

構築物 
器具及び備品 

中部地区

３物件 
九州地区 
１物件 

遊休資産 

土地

建物 
構築物 
器具及び備品 

中部地区

４物件 
近畿地区 
１物件 

  



  

  

前中間会計期間 
(自 平成16年７月１日 
至 平成16年12月31日) 

当中間会計期間
(自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日) 

前事業年度 
(自 平成16年７月１日 
至 平成17年６月30日) 

  当社は、キャッシュ・フローを生み

出す最小単位として店舗を基本単位

とし、また、賃貸用資産（閉鎖店

舗）、共用資産及び遊休資産につい

ては物件単位ごとにグルーピング

し、減損損失の認識を行っておりま

す。 

営業活動から生じる損益が継続して

マイナスであり、また、継続してマ

イナスとなる見込みである店舗及び

賃貸資産について、帳簿価額を回収

可能価額まで減額し、当該減少額を

減損損失として特別損失に計上いた

しました。 

その内訳は次のとおりであります。 

             千円 

店舗 

  建物                53,521 

  構築物               1,176 

  器具及び備品         1,696 

 賃貸用資産 

  建物                 2,018 

  構築物               1,077 

  器具及び備品            14 

 遊休資産 

  土地               265,974 

  建物                 2,936 

  構築物               3,408 

  器具及び備品            85 

 合計                 331,909 

なお、当資産グループの回収可能価

額は遊休資産の土地及び建物につい

ては、路線価または不動産鑑定評価

基準に基づいた不動産鑑定士からの

評価額を基準としております。ま

た、その他の資産グループについて

は、使用価値により測定しており、

将来キャッシュ・フローに基づく評

価額がマイナスであるため、回収可

能価額は零と算定しております。 

  

  

５ 減価償却実施額 

有形固定資産 69,644千円

無形固定資産 6,444 

長期前払費用 5,066 

５ 減価償却実施額 

有形固定資産 60,840千円

無形固定資産 480 

長期前払費用 2,574 

５ 減価償却実施額 

有形固定資産 141,305千円

無形固定資産 6,901 

長期前払費用 7,397 



(中間キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

  
  

前中間会計期間 
(自 平成16年７月１日 
至 平成16年12月31日) 

当中間会計期間
(自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日) 

前事業年度 
(自 平成16年７月１日 
至 平成17年６月30日) 

現金及び現金同等物の中間期末残高

と中間貸借対照表に掲記されている

科目の金額との関係 

(平成16年12月31日) 

  

現金及び預金勘定 4,855,097千円

預入期間が３カ月を 
超える定期預金 

△53,000 

現金及び現金同等物 4,802,097 

現金及び現金同等物の中間期末残高

と中間貸借対照表に掲記されている

科目の金額との関係 

(平成17年12月31日) 

  

現金及び預金勘定 5,046,977千円

預入期間が３カ月を
超える定期預金 

△80,000 

現金及び現金同等物 4,966,977 

現金及び現金同等物の期末残高と貸

借対照表に掲記されている科目の金

額との関係 

(平成17年６月30日) 

現金及び預金勘定 4,925,155千円

預入期間が３カ月を
超える定期預金 

△80,000 

現金及び現金同等物 4,845,155 



(リース取引関係) 

  

  
  

前中間会計期間 
(自 平成16年７月１日 
至 平成16年12月31日) 

当中間会計期間
(自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日) 

前事業年度 
(自 平成16年７月１日 
至 平成17年６月30日) 

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引 

 ① リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及

び中間期末残高相当額 

  

取得価額 
相当額 
  

(千円) 

減価償却 
累計額 
相当額 
(千円) 

中間期末
残高 
相当額 
(千円) 

有形固定 
資産「そ 
の他」 
(器具及 
び備品) 

2,518,469 1,264,102 1,254,366

ソフトウ 
ェア 5,470 2,735 2,735

計 2,523,939 1,266,837 1,257,101

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引 

 ① リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及

び中間期末残高相当額 

  

取得価額
相当額 
  

(千円) 

減価償却
累計額 
相当額 
(千円) 

中間期末
残高 
相当額 
(千円) 

有形固定 
資産「そ 
の他」 
(器具及 
び備品) 

2,348,197 1,257,287 1,090,910

ソフトウ 
ェア 5,470 3,829 1,641

計 2,353,667 1,261,116 1,092,551

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引 

 ① リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及

び期末残高相当額 

取得価額
相当額 
  

(千円) 

減価償却 
累計額 
相当額 
(千円) 

期末残高
相当額 
  

(千円) 
器具及び
備品 2,580,872 1,384,979 1,195,892

ソフトウ
ェア 5,470 3,282 2,188

計 2,586,342 1,388,261 1,198,080

 ② 未経過リース料中間期末残高

相当額 

一年内 481,139千円

一年超 808,119千円

計 1,289,259千円

 ② 未経過リース料中間期末残高

相当額 

一年内 420,306千円

一年超 696,596千円

計 1,116,903千円

 ② 未経過リース料期末残高相当

額 

一年内 464,610千円

一年超 762,843千円

計 1,227,454千円

 ③ 支払リース料、減価償却費相

当額及び支払利息相当額 

支払リース料 266,567千円

減価償却費 
相当額 

246,849千円

支払利息相当額 18,708千円

 ③ 支払リース料、減価償却費相

当額及び支払利息相当額 

支払リース料 261,957千円

減価償却費
相当額 

244,726千円

支払利息相当額 13,762千円

 ③ 支払リース料、減価償却費相

当額及び支払利息相当額 

支払リース料 538,659千円

減価償却費
相当額 

499,737千円

支払利息相当額 35,462千円

 ④ 減価償却費相当額及び利息相

当額の算定方法 

   減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数と

し、残存価額を零とする定

額法によっております。 

 ④ 減価償却費相当額及び利息相

当額の算定方法 

   減価償却費相当額の算定方法 

同左 

 ④ 減価償却費相当額及び利息相

当額の算定方法 

   減価償却費相当額の算定方法 

同左 

   利息相当額の算定方法 

    リース料総額とリース物件

の取得価額相当額との差額

を利息相当額とし、各期へ

の配分方法については利息

法によっております。 

   利息相当額の算定方法 

同左 

   利息相当額の算定方法 

同左 

  （減損損失について） 

リース資産に配分された減損損失は

ありませんので、項目等の記載は省

略しております。 

  

  

２ オペレーティング・リース取引 

   未経過リース料 

１年内 121,700千円

１年超 539,680千円

計 661,381千円

２ オペレーティング・リース取引 

   未経過リース料 

１年内 113,591千円

１年超 427,437千円

計 541,029千円

２ オペレーティング・リース取引 

   未経過リース料 

１年内 121,694千円

１年超 478,770千円

計 600,465千円

   店舗等の賃借取引のうち、一

定期間拘束性のあるものにつ

いては、オペレーティング・

リース取引に準ずるものとし

て注記しております。 

同左 同左 



(有価証券関係) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

(注) １ 表中の取得原価は減損処理後の帳簿価額であります。 

２ 前中間会計期間において、その他有価証券で時価のある株式について98千円の減損処理を行っております。 

３ 前事業年度において、その他有価証券で時価のある株式について108千円の減損処理を行っております。 

４ 減損処理に当たっては、期末における時価が取得原価に比べ40％以上下落した場合にはすべて減損処理を行い、30％～

40％程度下落した場合には、回復可能性等を判定したうえで要否決定を行い、必要と認められた額について減損処理を行

っております。 

  

  

２ 時価評価されていない主な有価証券 

  

  

(デリバティブ取引関係) 

  

  

(持分法損益等) 

  

  

区分 前中間会計期間末 
(平成16年12月31日) 

当中間会計期間末
(平成17年12月31日) 

前事業年度末 
(平成17年６月30日) 

その他有価証券 取得原価 
(千円) 

中間貸借対 
照表計上額 
(千円) 

差額 
(千円) 

取得原価
(千円) 

中間貸借対
照表計上額
(千円) 

差額
(千円) 

取得原価
(千円) 

貸借対照 
表計上額 
(千円) 

差額 
(千円) 

株式 90,872 145,405 54,532 82,540 150,853 68,313 90,863 170,435 79,571

計 90,872 145,405 54,532 82,540 150,853 68,313 90,863 170,435 79,571

区分 
前中間会計期間末
(平成16年12月31日) 

当中間会計期間末
(平成17年12月31日) 

前事業年度末 
(平成17年６月30日) 

その他有価証券 
中間貸借対照表計上額

(千円) 
中間貸借対照表計上額

(千円) 
貸借対照表計上額 

(千円) 

非上場株式 2,500 2,500 2,500

前中間会計期間 
(自 平成16年７月１日 
至 平成16年12月31日) 

当中間会計期間
(自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日) 

前事業年度 
(自 平成16年７月１日 
至 平成17年６月30日) 

当社は、デリバティブ取引を全く利

用しておりませんので、該当事項は

ありません。 

同左 同左 

前中間会計期間 
(自 平成16年７月１日 
至 平成16年12月31日) 

当中間会計期間
(自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日) 

前事業年度 
(自 平成16年７月１日 
至 平成17年６月30日) 

当社は、関連会社がないので、該当

事項はありません。 

同左 同左 



(１株当たり情報) 

  

(注) １株当たり中間(当期)純利益の算定上の基礎は、次のとおりであります。 

  

(重要な後発事象) 

  

  

  

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

  

前中間会計期間 
(自 平成16年７月１日 
至 平成16年12月31日) 

当中間会計期間
(自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日) 

前事業年度 
(自 平成16年７月１日 
至 平成17年６月30日) 

１株当たり純資産額 2,572円93銭 １株当たり純資産額 2,642円25銭 １株当たり純資産額 2,682円28銭

１株当たり中間純利益 83円32銭 １株当たり中間純利益 21円19銭 １株当たり当期純利益 189円95銭

なお、潜在株式調整後１株当たり中

間純利益については、潜在株式がな

いため、記載しておりません。 

なお、潜在株式調整後１株当たり中

間純利益については、潜在株式がな

いため、記載しておりません。 

なお、潜在株式調整後１株当たり当

期純利益については、潜在株式がな

いため、記載しておりません。 

  
前中間会計期間

(自 平成16年７月１日 
至 平成16年12月31日)

当中間会計期間
(自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日)

前事業年度 
(自 平成16年７月１日 
至 平成17年６月30日)

中間(当期)純利益(千円) 458,665 116,670 1,063,456

普通株主に帰属しない 
金額(千円) 

― ― 17,802

(うち利益処分による 
役員賞与金）(千円) 

(―) (―) (17,802)

普通株式に係る中間 
(当期)純利益(千円) 

458,665 116,670 1,045,654

期中平均株式数(株) 5,504,882 5,504,851 5,504,867

前中間会計期間 
(自 平成16年７月１日 
至 平成16年12月31日) 

当中間会計期間
(自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日) 

前事業年度 
(自 平成16年７月１日 
至 平成17年６月30日) 

当社は、平成17年１月１日より確定

給付型である税制適格退職年金制度

から確定拠出年金制度に移行してお

ります。 

この移行に伴う当事業年度の損益に

与える影響額は75,720千円（特別利

益）の見込みであります。 

該当事項はありません。 該当事項はありません。 



第６ 【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

  

  

(1) 臨時報告書 

企業内容等の開示に関する内閣府令第19

条第２項第４号（主要株主の異動）の規

定に基づくもの 

  
平成17年７月28日 

東海財務局長に提出。 

            

(2)  
  

有価証券報告書 
及びその添付書類 

事業年度 
(第45期) 

自 平成16年７月１日 
至 平成17年６月30日 

  
平成17年９月30日 
東海財務局長に提出。 

            

(3) 臨時報告書 

企業内容等の開示に関する内閣府令第19

条第２項第４号（主要株主の異動）の規

定に基づくもの 

  
平成18年１月25日 
東海財務局長に提出。 



第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。 

  



独立監査人の中間監査報告書 

  

 

藤久株式会社 

  

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている藤久株

式会社の平成16年７月１日から平成17年６月30日までの第45期事業年度の中間会計期間(平成16年７月１日から平成16年

12月31日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間キャッシュ・フロー計算書に

ついて中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務

諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、藤久株式会社の平成16年12月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間(平成16年７月１日か

ら平成16年12月31日まで)の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

  

平成17年３月24日

取締役会 御中 

監査法人トーマツ   

指定社員 
業務執行社員

  公認会計士  松  井  夏  樹  ㊞ 

指定社員 
業務執行社員

  公認会計士  小  川     薫  ㊞ 

  
※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が別途保管してお

ります。 



独立監査人の中間監査報告書 

  

藤久株式会社 

  

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている藤

久株式会社の平成１７年７月１日から平成１８年６月３０日までの第４６期事業年度の中間会計期間(平成１７年７月１

日から平成１７年１２月３１日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間キャッ

シュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独

立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、藤久株式会社の平成１７年１２月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間(平成１７年７

月１日から平成１７年１２月３１日まで)の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示している

ものと認める。 

  

追記情報 

会計処理の変更に記載のとおり、会社は当中間会計期間から固定資産の減損に係る会計基準を適用しているため、こ

の会計基準により中間財務諸表を作成している。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

平成１８年３月２３日

取締役会 御中 

監査法人 トーマツ   

指定社員 
業務執行社員

  公認会計士  松  井  夏  樹  ㊞ 

指定社員 
業務執行社員

  公認会計士  小  川     薫  ㊞ 

  
※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が別途保管してお

ります。 
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